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 以上９名
平成２３年度　第２回広島市国民健康保険運営協議会

　　　　　　　　　　　　
都留会長　　定刻になりましたので、ただいまから、平成23年度第２回広島市国民健康保険運営協議会を開催させていただきます。委員の皆様方におかれましては、ご多忙中のところご出席いただきましてありがとうございます。時間の制約もありますので、議事に入らせていただきます。

　本日は、委員定数14名中、永野委員が多少遅れていらっしゃるとのことでございますが、出席委員は13名でございます。半数以上の委員が出席ということで、定足数を満たしておりますので、本日の会議は成立しております。本日の議題は資料のとおりですが、16時ごろまでには終了したいと思いますが、もちろんご活発な議論を市民のためにお願いいたします。事務局の説明もよろしくお願いいたします。
　なお、傍聴の方々には、お配りしている傍聴要領を遵守していただき御静聴をお願いします。
　それでは、本日の議題である、平成24年度広島市国民健康保険事業概要の案について、事務局の説明をお願いいたします。
森川課長　　保険年金課長の森川と申します。よろしくお願いします。それでは、事前にお送りしております事業概要（案）と、今日、机の上に置かせていただいておりますが、国保新聞でご説明させていただきます。
　それでは事業概要の１ページをお開きいただきまして、ここには平成24年度の主な制度改正について説明しております。
　まず、（１）保険料算定における調整控除の実施等です。住民税の扶養控除の見直しに伴い、保険料に影響を及ぼすことのないよう、所得割保険料の算定における調整控除を設けます。これは真中あたりで点線で囲んでいる部分で、16歳未満の者に係る扶養控除の廃止に伴うものと、16歳以上19歳未満の者に係る扶養控除の上乗せ部分の廃止という税制改正がありましたので、これに伴い保険料に影響を及ぼさないよう調整控除を設けます。

　次に、なお書きで書いておりますが、12月に国民健康保険法施行令の改正が行われましたので、それに伴って所得割保険料の算定方式が、平成25年度から、やむを得ない理由がある場合は平成26年度から、総所得金額から基礎控除額を差し引いた額を基に算定する方式、いわゆる旧ただし書方式に一本化されることになりました。
　本市では、現在、平成26年度の稼働を目指してシステムの再構築を行っているため、平成26年度から、住民税方式を旧ただし書方式に変更したいと考えております。

　この方式が変わることによって、これまで税制改正の影響を受けていた住民税方式に代わって、旧ただし書方式では、こうした影響を受けることがなくなるというメリットがございます。ただ、算定方法が変わることによって保険料が上がる世帯、また下がる世帯、様々あることから、今後、影響を試算して、緩和措置について検討していきたいと考えております。当協議会にも報告させていただきたいと思っております。

　次に、（２）の70歳から74歳までの被保険者に係る現役並み所得者の判定基準となる所得の額の見直しです。こちらも住民税の扶養控除の見直しに伴い、70歳から74歳までの被保険者に係る一部負担金の割合に影響を及ぼすことのないよう、判定基準となる所得の額の算定にあたって、扶養に係る控除を設けます。
　今、本市の国保では70歳以上の方は4万6,500人弱いらっしゃるんですが、こうした扶養をとってらっしゃる対象の方は、現時点で150人あまりとなる予定です。

　次に２ページをご覧ください。（３）外来診療における高額療養費の支給に係る現物給付化の実施です。外来診療において、同一医療機関等での同一月での窓口負担が自己負担限度額を超える場合は、保険者から高額療養費を医療機関等に支給することで、窓口での支払いを自己負担限度額までにとどめる取扱い、現物給付化を導入します。既に入院療養については平成19年4月分から実施しています。
　次に、（４）70歳から74歳までの被保険者に係る医療費の一部負担割合軽減措置の延長です。70歳から74歳までの被保険者に係る一部負担金割合の軽減、１割負担を実施していますが、引き続き25年3月31日まで延長します。

　次に、（５）外国人住民に係る住民基本台帳法の一部改正です。こちらは平成24年7月から実施します。これは、住民基本台帳法の一部を改正する法律の施行が、この７月ということで、この中で在留期間が３か月を超える外国人住民について、日本人と同様に住民基本台帳法の適用対象となります。この改正に伴って、これまでは、原則、在留期間が１年以上の外国人住民が国民健康保険の適用対象ですが、平成24年7月からは３か月を超える外国人住民についても、国民健康保険の対象となります。

　それでは３ページをご覧ください。ここからは平成24年度に新規に行う主な事業や見直しを行う事業です。まずは、情報システムの高度化の推進です。先ほど申し上げましたように、現在、広島市では情報システムの再構築を行っております。平成24年度においては、表にありますようにシステムの構築を24年度と25年度に行い、平成26年度に稼働ということになっております。

　次に、キャッシュカードによる保険料口座振替受付サービスの導入です。これは、保険料の口座振替加入手続きに係る市民サービスの向上を図るために、区役所の窓口でキャッシュカードにより口座振替加入手続きができるマルチペイメントネットワークを活用したサービスを導入したいと考えております。予定では24年の10月を予定しています。

　最後に、医療費通知の通知回数の見直しです。これは昨年９月に開催したこの協議会でご審議いただきました。通知回数を年６回から、年２回あるいは年４回にしてはどうかという意見をいただきました。これを受けて市で検討いたしました。今の状況は、医療機関の窓口で、診療明細書が発行されるようになって明細が把握できるため、医療費通知の必要性が低くなったことや、市民から回数を減らすべきだとか廃止すべきだという意見がある一方で、国の通知に基づいて年１回以上は実施する必要があること、こうした状況や経費の削減効果を踏まえまして、年１回となりますと、診療から１年以上経過するものも出てくることも考慮しまして、医療費通知の回数を、今の年６回から年２回、４月と10月に変更したいと考えております。
　次に、４ページですが、ここからは、平成24年度の予算を見込むにあたっての基礎数値などの説明を行います。

　まず、被保険者数、被保険者世帯数です。こちらの表は、平成23年度当初予算の見込み、平成23年度決算見込み、その右に平成24年度当初予算の見込み、一番右に対前年度増減率を、その下のカッコが、平成23年度決算見込みに対する増減率を出しています。他の項目についても同様に掲載しています。
　まず、被保険者数と被保険者世帯数は、平成23年度の見込みは、11月までは実績値で12月以降は推計いたしまして、それを基に、平成24年度は過去の伸率などにより推計したものです。
　まず、（１）の被保険者数で、平成24年度の被保険者数の見込みは28万9,065人で、平成23年度当初予算に対して1.3％減となっていますが、これは平成23年度当初予算の見込みが多過ぎたことによるもので、平成23年度決算見込みからは0.1％増です。
　次に、（２）被保険者世帯数です。平成24年度の見込みは17万1,600世帯で、平成23年度当初予算に対しては0.9％減となります。先ほどの被保険者数と同様に、平成23年度当初予算の見込みが多過ぎたことによるもので、平成23年度決算見込みからは0.1％増となっています。

　５ページをご覧ください。３の保険給付の（１）療養の給付です。医療費総額は、診療費、調剤費、入院時食事療養等にかかる費用の総額で、一人当たり医療費は、この医療費総額を年間平均被保険者数で除した額です。保険者負担分は、被保険者の一部負担金を除いた保険者が負担する７割、８割、９割分の額です。医療費総額の平成23年度決算見込みは、９月診療分までは実績で、10月以降は推計値です。それで、平成24年度は、23年度の決算見込みから過去の伸率により推計したものです。その結果、平成24年度は医療費総額は1,100億1,859万7千円で、平成23年度当初予算に対し0.8％増、決算見込みからは3.1％増となっています。

　平成24年度の一人当たり医療費は38万602円で、23年度当初予算に対して2.1％増、決算見込からは3.0％増となっています。また、保険者負担分については、803億5,760万7千円で、23年度当初予算に対し1.1％増、決算見込みからは3.4％増となっています。
　次に、療養費、高額療養費等の支給です。平成24年度当初予算は過去の伸び率により推計しています。療養費の24年度当初予算は、23年度に比べ大幅に減っていますが、これは平成23年度の見込みが多過ぎたものと考えています。

　次に６ページをお開きください。保険料です。（１）基礎賦課額分、医療分保険料です。平成24年度の一人当たり保険料は、平成23年度に対して3.0％増、7万4,172円としています。これは、先ほど説明しましたように、一人当たりの医療費が、平成24年度においては、平成23年度決算見込みに対して3.0％増となっておりますので、これまでと同様に、保険料についても、医療費増加分は被保険者の方に負担していただくということで3.0％増としているものです。

　なお、保険料につきましては決算見込みを出していません。これは、予算のときには失業等によって所得が減少した場合の減免措置を加味していませんし、また、決算のときは被保険者の増減などがありますので、単純に比較するのは適当でないことから、予算との比較のみ掲載しているものです。実際に保険料を改定する際には、前年度の医療費実績を基に、あらためてその年度の医療費を推計して、前年度決算からの医療費の伸び率に応じて保険料を改定していきます。

　次に、（２）後期高齢者支援金等賦課額分、支援分の保険料です。これは国から示された単価に基づくもので、平成23年度に対して4.3％増、2万420円としています。

　次の介護分についても、40歳以上65歳未満の被保険者の方にお支払いいただく保険料ですが、支援分と同様、国から示された単価に基づくもので、平成23年度に対し10.1％増の2万4,601円としています。

　７ページをご覧ください。ここからは保健事業です。まず（１）特定健康診査・特定保健指導です。これまでも様々な取組みを行っていますが、実施率はなかなか上がらない状況です。

　（ウ）の実施見込みをご覧ください。特定健康診査につきましては、平成23年度の決算見込の実施率は13.0％、平成24年度は23年度予算に対して3.5ポイント減ですが、平成23年度決算見込みに対して1.2ポイント増を見込み、14.2％とし、受診者数2万8,354人としています。

　その下の特定保健指導ですが、平成23年度に対して動機付け支援は224.2％増、積極的支援は286.5％増とし、それぞれ3,699人、1,260人としています。
　全国の中でも、本市の特定健康診査の受診率は低く、なんとかして受診率を向上させていきたいと考えており、そのための特定健康診査実施率の向上に向けた取組として、まず、①学校教育における児童生徒の意識啓発及び親に対する受診へのメッセージ発信、これは新しく始める取り組みです。この取り組みは、広島県保険者協議会の事業として、協会けんぽや県内の市町とともに取り組むものです。これは、特定健康診査を受ける必要のある親に対して、子どもからメッセージを渡して健診の受診を促そうとするものです。本市は、これに合わせて、新たな取り組みとして、特定健診の大切さを学んでもらうために、小学校に職員が出向いて出前講座を実施して、若い世代に対する啓発活動にも力を入れていきたいと考えています。次に、被爆者健康診断と特定健康診査の同時受診の勧奨については、積極的に実施していきたいと考えています。また、広島市公衆衛生推進協議会と連携した地域への呼びかけやチラシ配布等による受診勧奨につきましては、地域での取り組みを強化するもので、協議会の会合や講演会に職員が出向き、特定健康診査の受診を呼び掛けるもので、引き続き実施していきたいと考えています。さらに、未受診者に対する受診勧奨や、国民健康保険被保険者証の一斉更新時にチラシを同封するなど、受診率向上に努めていきたいと考えています。
　次に８ぺージをご覧ください。１日人間ドック健診費用の助成です。（ウ）実施見込みをご覧ください。受診者数は平成23年度に対し5.3％増で1,075人を見込み、助成総額は平成23年度に対して6.0％増で2万5,467人としています。
　その下ははりきゅう施術費の助成です。助成件数は平成23年度に対して2.3％減で6万9,932件を見込み、助成総額は平成23年度に対して2.3％減で4,895万3千円としています。
　９ページをご覧ください。ここからは平成24年度国民健康保険事業特別会計予算案です。こちらは、2月14日に開会する市議会に提出して審議されるものです。予算総額は、平成23年度に対して1.9％増の1,282億7,355万2千円となっています。歳入予算では、国庫支出金については、平成23年度に比べ15億5,700万円あまり減額となっています。その下の県支出金は10億6,800万円あまり増額となっています。この主な要因は、療養給付費負担金の国庫負担率が34％から32％に下がり、その分、県の特別調整交付金が７％から９％に、平成24年度から上がりますので、増減するものです。

　次に、療養給付費交付金は、平成23年度に比べ16億1,200万円あまり増額になっていますが、これは退職被保険者、65歳以下で会社を退職された後に国保に加入された方の増加によるものです。

　10ページは歳出予算です。保険給付費の一番上の欄ですが、療養給付費、こちらは医療費の伸びと診療報酬改定が0.004％ではありますが、その増額を見込み、平成23年度に比べ8億4,400万円あまりの増額となっています。

　また、平成23年度に比べて大幅に増加しているのは後期高齢者支援金と介護納付金です。

　後期高齢者支援金については12億2,600万円あまり、介護納付金については4億1,700万円あまり、平成23年度に比べ増加となっていますが、これは先ほどもご説明しましたように国が示す単価の増加によるものです。以上で平成24年度の事業概要の説明を終わります。
　最後に、お配りした国保新聞をご覧ください。こちらは社会保障と税の一体改革の中で、市町村国保の財政基盤強化策が出されていますので、そのことについて情報提供させていただきます。
　この強化策については、2,200億円の公費を投入することになってますが、実施は平成26年度以降ということで、記事は保険者支援制度、保険基盤安定制度の充実について書いてありますが、後ほど読んでいただければと思います。

　次のページをご覧ください。右側にあるのが地方と合意した国保改革です。こちらの太い線を引いておりますのが、財政調整機能の強化で、都道府県調整交付金を給付費等の７％から９％に引き上げ、これに伴い、定率国庫負担を給付費等の32％とすると、先ほど事業概要で説明しましたのは、これを受けたもので、国からの負担金が下がるということです。
　それから、左の方を見ていただき、保険料の軽減措置の対象を拡大するというものです。これは広島市でも政令市の課長会議で提案し、国へ要望し続けていたものですが、今回、２割軽減の基準額が、給与収入の場合で３人世帯の場合では223万円以下が対象となっていたものが、今回の見直しにより266万円以下が対象となり、５割軽減の対象世帯は、現在は単身世帯は対象となっていませんが、単身世帯にも対象を拡げるということで、こちらの５割軽減の給与収入でみると、３人世帯では147万円以下が対象ですが、見直しによると178万円以下に拡大することとなります。こちらの左の表をご覧いただければと思いますが、このことによって、国レベルですが軽減対象者が40％から、見直し後は46％になると。参考ですが、広島市の国民健康保険では軽減世帯は約47％、これは年度末時点の数字ですが、国はどの時点で数字をとっているかわかりませんので単純に比較はできませんが、広島市では約47％の方が対象となっていますので、この措置が行われれば、もう少し増えていくと思います。この改正時期は未定で、消費税引き上げ等、税制改革が実施された後ということとなっているようです。以上です。

　

都留会長　　ありがとうございました。ただ今のご説明に対して、ご質問はございませんか。
向井委員　　医療明細書ですよね、それが窓口で出るから通知を減らしたと。それは非常に良いのですが、要は皆さんが医療機関を受診されて、明細書をもらっても、見方が分からないと思うんですよね。それを、こういう風に見るんだよとか、領収書を必ずもらってくださいとか、そういう広報をやって、本当に自分の医療費がどれだけかかっているのかということを知らせるんだったら、もう少しそういう広報をしてほしいと。なんでもらったんだろうでは困るわけですから、せっかくお医者さんから出しますよということになったわけですから、ぜひそこは徹底していただきたいと思います。

　それから特定健診の受診率が広島市は一番低いんですよね。そういう面では、やはり、どうなってるのかというのがあるんですよ。我々も、組合健保さんは約５割以上が、前期と後期に自分たちが出した保険料の半分以上は出しているんですよ。協会にしても38％、だいたい前期高齢者で1兆3千億円、後期高齢者で1兆5千億円、両方で2兆8千億円のお金を出しているんですよね、国に代わって。だから、保険料を違う制度のために遣うと、まったく違う制度ですから、制度だからしょうがないんですが、そういう中で、どういうことをやってらっしゃるかは非常に興味があるし。今回、協会けんぽも、そうは言っても零細企業が多いんですよね。大体4万4千社のうち75％が9人以下の従業員なんですよ。そういう所は給料が下がる、その上、今度10％に乗るんですよ。そういう面から言うと非常に反発が多いんですよ。我々も説明していかないといけないんですが、そうするとジェネリックの差額通知を出すとか、例えば、せっかく県の医師会と契約したわけですから、地対協でですね、要は治療中のデータをいただくとか、そういう形で、少なくとも受診率を上げるような施策をもっとこと細かくやる必要があるのではないかと思うんですよね。やはり14％ぐらいというのは、そして予算が下がるような感じでしょ、やはりおかしいですよ、どう考えても。私たちも100万人加入者がいるんですが、どうやって説明しようかというのがあるんですよ。そういう意味では、もう少しきめ細かいというか、ある制度ですから使えばいいんですから。ネックは何かは別として、そういう形で、ぜひ、もう少し進化したような計画を実行してもらいたいと思います。
都留会長　　特定健診について、いつも原因が分からないんですよね。毎回、言いましたけれども、大都会が低いわけでもないし、広島が一番低いので、そのあたりはどのように皆さんお考えでしょうか。
向井委員　　分からないという話ではなくて、アンケートをとったらまず自己負担が高いと。ゼロだったらどうかという話がまず一つあるんですよね。もう一つは、私は治療をしているから、わざわざ項目の少ない健診なんか受ける必要はないと、これが大きいわけですよ。それを、今、言いましたように医師会からも提供してもいいよ、という話なので、一つやることによって何パーセント上がるかわかりませんが、少なくともそういう手立てになることは間違いないわけで、わからないという話ではないですよ、間違いなく。
都留会長　　具体的にそういうことを知らせるという。
向井委員　　そうですね。例えば受診券を持っていかれるんですよね、そのときに病院に行かれる時は保険証と一緒にお医者さんへ出してくださいと言えばいいわけでしょ。その代わりに、お医者さんの所にデータがあれば、そのまま受診したことになるわけですから、そういう制度があるわけですよ。県の医師会とやったわけですから。そういう面から言うと、ないのではなくて、やってないからどうなんですかという話をしてるわけです。そうしたら、一番低いことが問題ではなしに、どういうことをやったかによって、少しでも上がるかということが問題で、結局、わからないということではないと思います。
都留会長　　そうしますと、対策を一つ一つやって数字を上げていくということですよね。
向井委員　　それしかないでしょうね。
加納課長　　最初の14.2％の実施率ですが、予算ではこのような形で計算させていただいておりますけれども、実施率が上がって受診者が増えれば、それに応じて予算措置はしていきたいと思っております。過去の最高値での実績で予算を計上していますけれども、もちろんこれで十分というわけではなくて、実施率を上げていく努力は行っていきたいと思っております。
　もう一つ、先ほどの治療中の方の情報提供につきましては、県地対協でいろいろと協議をさせてもらって、協会けんぽさんとか、市町さんとか、来年度から実施することを検討します。広島市では、すぐにこれを導入することは、システムやいろいろなことがございまして、来年度からとはいかない点がありますけれども、もう一つは国庫補助の対象になるかならないか確定していませんで、様子を見させていただいております。
向井委員　　前年度ですよね、前年度に話があって、うちが県の医師会と結んだのは5月18日なんですよ。それからでも１年、考える時間があったんですよ。だから検討ではなくて、やるかやらないかという時期に来ているんですよ。今日明日の話だったら言いませんがね、ずっと、地対協にも出てらっしゃったわけですから、長い１年間があって、決まって、去年の最初に実施は始まっているわけですよね。そういう面から言うと、考える暇はいくらでもあったと私は思うんですけどね。
加納課長　　もう一つ、受診率というところで、今年度はまだ残りがあるんですけれども、大腸がん検診の特定年齢に対する無料クーポン配布を23年の11月から始めました。これは40歳から60歳まで５歳刻みで、すべての方に通知を差し上げて、大腸がん検診の無料クーポンをお配りしているんですが、それに引っ張られまして、結構、特定健康診査の受診率が上がってきていることも、集団検診や施設健診の実施機関から聞いております。どれくらい上がってくるかは、これからだと思いますが、23年度も残りあと２か月、しっかり実施率を上げる努力をしていきたいと思っております。
熊谷委員　　今、特定健診の受診率をいかに上げていくかという話で、もちろん受診率だけではなくて、特定健診の内容も必要なんですが、今は受診率の話ですので、受診率について少しコメントをさせていただくと、一番最初に向井委員から自己負担金の話が出ました。私は、これが大きなファクターだと思っております。

　私たちも、広島市からの委託事業で節目年齢歯科健診とか妊婦歯科検診をやっておりまして、この受診率をいかに上げていくかということを日々考えているわけですが、例えば、政令市との連携の中で様々な都市のデータをもらいますと、やはり自己負担額との相関が大きいと言わざるを得ない。やはり、自己負担をこれだけ払ってくださいと言っても、なかなか一般市民の方からすれば行きにくいという部分があろうと。やはり自己負担を減らすことができないだろうかということの検討にならざるを得ないのではないかと思います。詳しくは知らないんですが、ある程度の自己負担額をとらなければならないという法律があるとも聞いたような気もするんですが、そのあたりの法律的な問題、そして自己負担額を減らす取組みについては、行政としてどのようにお考えかご質問させていただきたいと思います。
加納課長　　自己負担額は、現在、広島市は1,300円いただいております。ただし70歳以上の方と市民税の非課税世帯の方は無料で健診を受診できるようになっております。それ以外の方は1,300円の自己負担額をいただくようになっております。この自己負担額と受診率との影響は話題に挙がってまいります。政令市の中でもゼロで実施している所、2,000円とられている所、それぞれで特に決められたものはないと思います。いろいろ調査を致しまして、指定都市の中で、20年度に特定健診へ移行するときにゼロにした所とか、いろいろありますが、実は、ゼロにしたことにより受診率が上がっているという結果は出ておりません。
熊谷委員　　今日はこの議論になるとは思ってなかったものですから資料は持っていませんが、私もこのことを調べたことがありまして、各政令市の負担額の減少に伴う受診率の相関ですよね、必ずしもすべてそうとは限らないけれども、一般論としては、やはり相関があると私は認識しております。70歳以上や非課税世帯は無料ということがありましたけれども、我々も節目年齢健診のデータは同じ条件でやってますが、やはり70歳の節目の受診率が圧倒的に高いですね。やはり、年齢的なこともありますが、やはり無料だということが大きいと言わざるを得ないと思います。やはり、自己負担額と受診率は相関があると考えて議論すべきではないかと、私個人としては思います。私たちは、健診で行政によくお願いしているのは、せめてワンコインと。500円とか、ワンコインで行けますよということを周知すれば、ワンコインなら行ってみようかということにもなるので、フレーズもいいし、対象にならないか、ということでございます。　

都留会長　　先ほど、国庫補助金が未定だとおっしゃってましたよね。
加納課長　　治療中の方の情報提供については国の補助として認められるかどうかまだわからないということです。
都留会長　　そちらのことですか。今、熊谷委員が言われたようなワンコインとか、自己負担金の検討は市で行っているんでしょうか。
加納課長　　いろいろなパターンでの検討はしております。
都留会長　　いかがでしょうか。これを飛躍的とまではいかなくても14％も低いですので。他の委員の方いかがでしょうか。
平本委員　　私は自営業なんですけど、国民健康保険で健診に行かれる方は、病気であれば行かれますけれども、これで引っかかった、というのがあるんですよね。当然、その先には病院代の問題もあるんですけれども、検討されているというご返事ですけれども、ここで下げていただけませんか。下げる方向での検討か、現状維持での検討なのか、その答えをまずお聞きしたいんですが、負担金を下げていただけるのかということで。
糸山局長　　今のお答えですけれども、課長が検討と申しておりましたが、検討というのは、下げる上げるの検討ではございません。受診率を上げるために何をしようかという、その一つとして自己負担を下げるということも一つの方策であるということで、政令市のいろんなデータをとってみて、実際、ここ最近で安くしたとかどうとかのデータをとって、確かにこれだけ下げることによって受診率が例えば上がるという客観的なデータがあれば、我々も公費として出していくということの、形としては予算要求から入っていきますが、今集めているデータだけから言いますと一概には言えないんです。ただ、我々、今、上げるか下げるか、検討の中身を言ってほしいということですので、これは基本的に受診率を上げるための方策の一つとして、この自己負担金を下げることが効果があるかどうか、そこが客観的に説明できるかどうかということを検討するということでございます。
向井委員　　今、局長がおっしゃったとおりで、我々としても零細企業が非常に多いんですよね。うちの場合は2,700円の自己負担でやってるわけです。だから、パートの人が非常に多いわけですよね。給料でいえば12万円とか13万円の方でも保険料をきっちり払って、少なくとも協会けんぽの職員に対してはまったく国庫補助があるわけでもないし軽減措置があるわけでもないし、何もないわけですよ。そういうものを払いながら、自己負担は2,700円と、大赤字ですので保険料を10％上げると。同じ住民でありながら、国保に入ったら無料だよと、協会は2,700円で、それが通るかどうか、いろんな面を考えても、それは安い方が良いに決まっているんですが、同じように税金を払って、受益するものは全然違うということになると、行政としては耐えれないのではないかと私は思いますね。
都留会長　　ただ、税金を払っている云々ではなくて、所得の問題がありますので、国保の場合は半分は70歳以上ですし、年金の場合でも国民年金の方が広島でも圧倒的に多いですよね。そうなりますと所得の方も考慮しなければならないかと思うんですけれども。世帯所得ですよね、無料の方も多いですよね。
向井委員　　そういう話は、エビデンスに基づいて仰ってるのかわからないんですよ。確かにそうなんですよね。例えば、一昨年、広島市の組合が解散したわけですよ。いわゆる職員はすべて共済に入るんですよ、パートの方はうちにくるわけですよ。そういうこともあるわけですよね。
都留会長　　あと、派遣だとか非正規の職員の方は国保ですよね。

向井委員　　派遣よりも安い者がうちで働いていたら、20日以上働いてますからね、全部保険料払っているわけですよね。どういう話で仰ってるのかわかりませんが、ある部分だけとって、これはどうか、という話をすると非常に混乱するんですよ。だから、会社でも、例えば、協会で22年度でいいますと、標準月収の平均が28万円なんですよ、例えば国家公務員共済は41万円なんですよ、そこの保険料は7.08なんですよ、それで協会は9.36なんですよ。なぜ月14万円も違うのにという話をすると、ごちゃごちゃになるわけですよ。だから最低限、隣の人は国保でこっちは協会だと。やっていることはあまり変わらないのに、そのときに無料と、こっちは2,700円払ってますよと。そういうことがあるので行政は慎重にやっていかなければならないという話をしているんです。
都留会長　　エビデンスをということでしたら、全部の協会けんぽや国保の比較をした資料がないと不公正だとか言っても、そういうこと自体も、もうちょっと資料を集めなければならないのではないか、ということで言いました。
　私も前に、世帯の構成とか出されないと、一人当たりいくらと言っても、あまりにも70歳以上の方が40数％ですけれども、20代から70歳前の方が一番多いんですよ。そうなるとお年寄りだけの問題というわけにはいかなくて。20代から59歳が47％で高齢者が5割ですので、ちょうど半分半分なんですよね。お年寄りが多いと思ったら必ずしもそうでないと。被保険者ですよね、子どもは除いてますから、20歳未満、このあたりの検討もしないと、一概に国保云々ということは言えないのではないかなと感じております。
熊谷委員　　今、向井委員が仰った社保との兼ね合い、仰るとおりだと思います。もちろん、大事なことはコストとパフォーマンスとの関係で考えなければならないわけで、ですから自己負担額は安ければいいと思ってますが、もちろんコストで考えなければいけない。1,300円を1,200円にしたらどれくらいの効果があるか、ただ負担が増えて終わり、これは間違いない。そういうことを考えると、いわゆる総予算の中での割り振りを考えると、例えば、ドック健診の予算に2,500万円、そして、前回、向井委員がご指摘されたはりきゅう施術費の助成に4,800万円が出ている。このはりきゅうの4,800万円がどれくらいのコストパフォーマンスがあるのかも含めて、トータルで議論する必要があるのではないのでしょか。例えば、はりきゅうが悪いとは言いませんけれども、例えばこの4,800万円のうちの2,000万円あれば、1,300円で割りますと、1万5,000人ぐらいの特定健診の対象ができるわけですから、そういったことも含めて、予算割の中でそういう議論をされたらより建設的な議論ができるのではないかと思います。
都留会長　　他の方いかがでしょうか。コストパフォーマンスの点から考えたらどうかという意見ですが。なにぶん資料がですね、それは市の方で作っていただいて、検討の資料で、グラフ化していただいて、これだけの効果や相関があったと言わないと、今は何もない状態でこうであろうかというだけなので、ぜひ市の方でそういう資料をご準備くだされば、市の考えていることが私たちにもわかると思うんですよ。ここまでやったと。委員の方にも専門家の方もいらっしゃるので、出し方などをこうしたらどうかと言えると思いますので、その資料をぜひ。毎回、この特定健診はこういう議論になりますので、市がこういうことをやりましたという資料を示していただけたら良い案が出ると思うんですが、いかがでしょうか。こういうこともやってほしいという意見をここでは出しておいた方がいいのではないでしょうか。なかなか上がらないので。
池本委員　　市民の方々が、メタボについての意識はかなり差があると思うんですけれど、お金を払ってメタボの健診を受けようという方はかなり意識が高くて、健診してもそう異常は出てこないと。本当に健診した方がいいような方は、自分が好きな物を腹いっぱい食って早死にして何が悪いんだと開き直っておられる方が多いんですよね。例えばがん検診については、これだけメタボだけれども、がん検診だけはお金払っても受けようという方が多いと思うんですよ。だから、行政の方の話の持って行き方というか、誘い水というか、大腸がん検診の無料券をポーンと郵送するのではなくて、特定健診とセットで、特定健診の入口にそういうものをセットでやれば良かったのに、と思うんですが。いろんながん検診は他にもありますから、なるべくセットで、呼び水で、特定健診を受けようとする人を連れてこないと、これだけでは受診率は絶対上がらないと思いますね。
都留会長　　モチベーションを上げるための呼び水ですね。

加納課長　　特定健診と大腸がん検診、肺がん検診は同時実施を行っております、ただ、今年度から始まったクーポン事業は、開始が11月からということもありまして、そのあたりの違いがありまして、うまくいかなかった点はあります。来年度もクーポン事業はございますので、そのあたりを考慮しまして、同時受診で両方を受けるというような、できるだけ効率の良い、両方の実施率が上がるようなことを考えて実施していきたいと考えております。
都留会長　　もう一つ質問なんですが、13％受けられている方の特徴はわからないんですか、年齢とか、やはりお年寄りの方が多いのではないですか。
加納課長　　年齢は、やはり60歳以上の方が受診率は高いです。40代の方はやはり低いです。
都留会長　　そのあたりの分析も、13％は少ないですけれども、それでも特徴があると思うんですよ、すると標的がわかるじゃないですか。

加納課長　　そのあたりの分析も入れながら検討を進めていきたいと思います。
平本委員　　13％の方が健診を受けられているんですけれども、出していただけるのであれば罹病率、病気になっている方がどれくらいで、ということをわかる範囲で出していただければと思います。1,300円という問題はありますが、早く発見して早く治すというのが趣旨だと思いますので、今はこういった状態ですよ、皆さんいかがでしょうかと、1,300円ではなくて1,000円とか500円になりましたが、受診された方がいいですよということをやわらかく書いていただければ、今からどうしようかと思う人も健診を受けられるような方向に向かうのではないかと思いますので、できれば罹病率を出していただければと私は思います。
都留会長　　予防を強調するということですよね。

加納課長　　実は昨年度、広報紙に、健診を受けてこういう所が良かったと、実際、改善されている方のインタビューを行い、載せたことがあります。そういう形で、やはり健診を受けて、こういう所が良かったという所を啓発の中に取り入れながら、皆さんが受診しようと思うように取り組んでいきたいと思います。
平本委員　　国保のしおりに１ページ２ページ、追加するのはどうかと思いますが、できると思いますのでいかがでしょうか。
都留会長　　国保のしおりですね。
加納課長　　健診のご案内につきましては、しおりの24ページに１ページとちょっと載せております。
平本委員　　受ける方法ではなくて、こういうメリットがありますとか、そういうことを載せていただければと思いますので。
都留会長　　他に意見はありませんか、特定健診について、他にございませんか。

平本委員　　平成24年度の国民健康保険の事業概要の中の、制度改正という部分がありまして、（１）保険料算定における調整控除の実施等がありまして、（イ）のことについて、ご質問と自分の考えをお話ししたいと思います。
　所得割保険料の算定方式を、平成25年度から、やむを得ない理由がある場合は26年度から、総所得額から基礎控除を差し引いた額を基に算定する方式、いわゆる旧ただし書方式へ一本化されることになったということで、法律で決まったんだと思うんですけれども、その下の点線で囲んだ部分の下ですけれども、住民税方式から旧ただし書方式への変更、広島市は平成26年度からということが書いてあるんですけれども、総所得額－基礎控除33万円×所得割保険料率＝所得割保険料と書いてあるんですけれども、これ、東京都は今年度からこういう方式に変更となったと思うんですが、約６割、７割の方が以前の保険料から上がって、３割くらいの方が現状維持か下がったと聞いてるんですけれど、これですね、総所得金額から33万円しか引けないということですよね。多人数世帯であれば、ここのところ、以前は基礎控除1人当たり33万円を引いていたので、どうでしょうか、人数分を引いていただくわけにはいかないでしょうか。というのは、神奈川県の横須賀市では、旧ただし書方式ではあるけれども、自治体として要綱を決めて、基礎控除の部分を人数分引いているんですよ。そうしていただくとですね、一人当たり保険料はすごく上がるということはないように思います。

　それはなぜかと言うと、平成15年に、広島市で国保の保険料を考えてみませんか、というのが出ているんですけれども、そのときに、国保の計算方法として５つありまして、旧ただし書方式、本文方式、市民税所得割方式、市民税方式、住民税方式、５つありますけれども、その中で、いろんな特徴が書いてあるんですけれども、市民にやさしいとは書いてありませんが、そのような趣旨のことで市民税所得割方式を採用されています。広島市がこういう方式を採りますということを決められたので、再来年から旧ただし書方式になったとしても、広島市がやる気になりさえすればできるはずなんです。おそらく厚労省が言うように、旧ただし書をしないからといって罰則はないはずですよ。そこの所、再来年から保険料が激変する可能性があるんですが、ここのところ、委員の皆さまいかがでしょうか。
向井委員　　仰ることは良くわかるんですが、安いから良いというものではないので、平成15年ですよね、それから世の中も変わったし財政も厳しくなっておりますし、我々も保険料が前の倍になるとは思ってなかったし、極端に言いますと、うちは３年間で22％上がっているんですよ。そういうことを皆わかっていないわけです。しかしながら皆保険を持つためにはどこかで誰かが負担をしなければならないのは間違いないんですよ。だから、ただ可哀想だとか、ただ安ければいいという発想はあることは間違いないんですが、しかしながら、そこの中でどうするかと、財政が豊かだったらいくら出してもいいわけですよ。そこのところ、平成15年と24年では全然違いますしね。仰ることはよくわかるんですが、我々としては、本当に市の財政というか、特別会計が持つのかどうかも含めて検討する必要があると思いますし、私は趣旨にはある程度賛成ですが、現実的にはできないと思います。
　
平本委員　　私は今の話の中で安ければいいとは一言も言ってません。２倍、３倍の保険料が発生するのはいかがかなと言ってるだけで、そこの所をわかっていただきたい。１％、２％ずつ変わるのであればそう波風は立たないんですよ。年度が変わったら３倍になるということが東京都では生まれているんですよ。そこの所をどうにかならないであろうか。負担しなければいいとか安ければいいとか一言も言ってないんですよ。それから過去にこういうことをなさってるので、地方自治体ですのでね、地方自治で手を差し出す点はないのかなということをお聞きしたいので、広島市のお答えをお聞かせ願いたいと思います。
森川課長　　確かに平本委員が仰るように、２倍、３倍になる方も出てくると思いますし、逆に下がる方もいらっしゃると思います。この保険料というのは、簡単に言いますと、必要な医療費の総額から国庫負担金など特定財源を差し引いて、残りを保険料として御負担いただくものですので、必ず上がる方もいれば下がる方もいらっしゃるという状況です。そういうことも考えたら、住民税方式では、特に多人数世帯の方や低所得の方に有利な方式と言われています。それは税の各種控除を引きますので、そういったことで言えば、中間所得層の方には、やはり住民税方式では旧ただし書方式に比べれば負担は重いということもあります。そういうことを踏まえて、今後、シミュレーションして、各世帯の負担がどうなるかを今後検討して、この協議会にもご報告させていただこうと思っています。

　　
平本委員　　５つの計算方式の中から、状況は違いますけれども、平成15年に選ばれたわけです。というのは、広島市は５つの中から一番良いであろうと思うのを選ばれたわけです。それで厚労省が旧ただし書方式にしたいということでしたら、平成15年の方式では悪いということでしょう、どうにか手を出していただきたいと思います。それをすんなり受け入れるべきではないと思います。であれば状況は変わっていますけれども、平成15年に決定されたことは何だったのかというふうに問いたいと思います。それをやっている都市があるということです。
都留会長　　過去に市が選択された方式を変更するには、それなりの理由があるだろうということですね。

熊谷委員　　ちょっと勉強不足で教えていただきたいのですが、このことと、先ほど最初に事務局から説明のあった保険料軽減400万人という資料、被保険者数も絡んで、低所得者の方への保険料軽減の方策が出来たと、これとはどうリンクしていくのか教えていただきたいのですが。
森川課長　　先ほど申し上げました、７割、５割、２割の軽減というのは、保険料には平等割、均等割というのがあって、どの世帯にも負担していただくもので、それに対して、一定の所得以下の方には７割、５割、２割の軽減が、申請されなくても軽減される制度があります。それとは別に、実際、保険料を6月に決定して通知を送っておりますが、それを受けた時点で、例えば失業等で所得が減っているということであれば減免を行うという制度もございます。
都留会長　　こちらは、法定減免ですよね。旧ただし書ということを厚生労働省の指導もあるし、全体としては保険料を増加させるということですか。
森川課長　　旧ただし書方式は施行令が改正されまして、旧ただし書方式で行っているのは全国で14市町しか残ってません。厚労省としても一本化をしたいということで、今回、法令が改正されましたので、それに伴ってどうしてもやらなければいけないと。ただ、平本委員が仰ったように、市がどのように保険料を算定するかは、確かに経過措置を含めて、それぞれの保険者に任されているという状況です。
都留会長　　市の方も苦しいところだということですね。

糸山局長　　今、課長が申し上げましたように、これは法定なんですよね。全国で千いくつのうち十いくつの市町が採用している状況です。私は平成15年度の考え方がその時点で間違っていたとは思いませんし、制度として選択の余地がなくなったということです。それと、今回法律で一本化するというのは、基本的にはこのやり方でやるのがベースなんだと思います。当時はそうだったけど、制度的にこうだということが基本で、横須賀の例は初めてお聞きしましたけれども、今、課長が申し上げたように、その中で考えるのは、まず法律に合わせて改正していくと影響はどうか。一つは激変緩和ということは、あるべき姿として、いきなり２倍や３倍はないでしょうということをどうすりつけるかという議論はありますが、そこで、基本的にはもとの姿を追い求めて制度を考えるのは本筋ではないと思います。ただ、これは数字を見てみないと何とも言えません。

　もう一点は、国保全体で言うと皆さんご承知のように広域化という流れがありまして、広島市独自で、あるいは、一つの市だけが非常にイレギュラーな制度を持ち続けるという状況でもないと思います。　ですから、この議論は影響がありますので、きちんと数字を出したうえでどうあるべきか、広島市としてどうか、県下で見たときにどうかを考えていくべきと思います。ただ、ベースは法律改正でこれに一本化したというのが基本になってくると思います。突っ込んだ議論というのは数字を出して、またご議論いただければと思います。
都留会長　　障害者控除とかもなくなるわけですよね。大変ですよね。今のように、数字を示しながらどういうふうに動いていくのか。地方の時代と言いますけども、地方で考える余地がこの部分ではなくなっているということですかね。他にございませんか。
熊谷委員　　これ要望ですので、前回の要望の延長になるんですが、今回、情報システムの高度化の推進という流れの中で、サーバーを中心とした情報システムに切り替えるということで、前回もお願いしたことの確認になるんですが、いわゆる世帯証から個人証への移行に伴って、３割という表示がなくなった問題、３割表示が府中町はあるけどという問題、今回のシステム移行の折りに御検討いただきたい点と、池本委員が言われた保険証のつなぎの問題について、この２点についてあらためて確認させていただければと思いますので。ご返答は結構です。
向井委員　　しつこいようなんですが、今、協会でやっていて、柔道整復とはりきゅうがものすごく増えているんですよ。その中で不正が非常に多いんですよ。刑事事件にもかなりなってるんですよね。特に大阪なんかは新聞記事にもなってるんですが、刑事事件になって捕まっているという中で、はりきゅうや柔道整復はどういう審査をやって、どういう形でノーマークになっているところをきっちりと指導するとか、そういうところは医療費の適正化にもなりますし、そのあたりは考えていただきたい。ご返答はいりませんがお願いしたいと。
　もう一つ、協会で言うと、健診を受けたら20％弱がメタボの該当者になります。それに対して本人に通知して保健師が初回面談をして指導しております。健診を受けたら本当はお医者さんに罹った方がいいのがたくさんあるんですよ。そして、ぜひ受診してくださいと勧奨をやっております。やはり重症化する方もかなりいらっしゃるので、今は数字は覚えてませんが、反応はかなりあります。会社そのものが健康に対して非常に理解が深まったということで、早くやってくれという話があります。特に業種から言うとタクシーとかトラックとか、忙しいから保健指導やらないよという会社は、運転してて交通事故を起こすと本人も大変ですし、加害者も大変ですし、経営者とすれば損害賠償が来るんですよね。今までは保健指導いらないと仰っていた所が、ぜひしてほしいという形で、ここ半年間くらいで保健指導とか健診に関する考え方はかなり変わってきたと、我々の所では思いますね。健診することにより見つかる病気もたくさんあると。保健指導で治すとか、お医者さんの所で診てもらうとか、少しでも重症化しないようにするのには非常に効果があると思いますね。
都留会長　　お医者さんへの働きかけが重要ですよね。それから、はりきゅう師が不正な保険請求をするということですか。
向井委員　　うちの場合は、月に20件から30件くらい、本当に治療を受けられましたかといって出すと、いや受けたことはないという方が1人か2人、それからいわゆる部位が違うんですよ、本当は肩をやっているはずなのに、肩も腰も全部やってますよというのが出てきますね。一番有名なのが天理大の柔道の先生だったですかね、部員を集めて名前を書けと言って、何千万とやったと。今度、広島でも新聞載ると思いますが、捕まりそうなのがおりまして、そういう大きな不正が起こるのは間違いないですね。
都留会長　　被保険者の方ではないわけですよね。
向井委員　　被保険者もいますよ。患者さん、施術を受けられた人に対して本当に施術を受けられましたかと聞くと、ひどいのになると東京の人が、わざわざ出張してやったと、たまたま来られたというのもあるんでしょうが、どう考えても理論的に合わないというのがあります。別に疑うわけではないんですが、だから、きっちりしている人、99.9％はそうかもしれませんが、少しいらっしゃいますので、きちんと見ていかないと、いらない医療費は使わないようにしないと、医療費は高くなっているので、そのような事を含めるとどうなのかなというのがないことはないですね。
都留会長　　給付の方でもきちんと見る必要があるということですね。他にございませんか。制度が次から次へと複雑になってまして、委員の中でも理解することが大変な複雑な制度になってしまったこともありますけれども。他にどうでしょうか、ご意見はございませんか。
　市の方も、意見をまとめて、委員の方にたくさんの資料を出していただいて、大変でしょうが、知恵を出させていただいて、よろしくお願いします。では、質疑はこれでよろしいでしょうか。
　それでは、平成24年度広島市国民健康保険事業概要案については審議を終了します。この審議を踏まえて進めていっていただきたいと思います。
　その他では、平本委員から、ぜひ皆さまに見ていただきたい資料があるそうなので、説明をお願いします。
平本委員　　今の分で、採決はしなくてもいいんでしょうか。先ほどの事業概要はそれでおしまいでしょうか。採決とかはないんですか。
森川課長　　本日いただいたご意見を踏まえて市の方で事業を進めていきたいと考えています。
平本委員　　あえて言えば、私は案には反対ですので、それだけは言っておきます。
　今、運営協議会委員様ということで配布させていただきました。参考資料の①が差押状況表、広島市健康福祉局保険年金課発行の平成23年度版国民健康保険事業概要の２の61ページからコピーさせていただいているのが①なんですけれども、ちょっと他のこともわかった方がいいかなということで、別紙で、同じものを作っていただいて配布していただいています。
　滞納件数は両方とも一緒なんですけれども、差押件数、滞納世帯数、滞納件数ということで、平成18年度から22年度がＡ４の紙になっていると思うんですけれども、９月のときに、滞納がどうにかならないかということでお話をさせていただいて、今回に繰り延べになったので、これを見ていただくと、平成18年度から平成22年度、差押世帯数は18年度が115世帯で平成22年度が880、件数で言えば18年度が126で22年度が959件ということで、これを見ていただくと、差押世帯数も差押件数も７倍から7.5倍くらいになっているかと思うんですけれども、左から２番目の滞納世帯数は千件くらいは違いますけれども、差押世帯数はこれだけ変わってきてるんです。というのは過去５年間に、こういう方向に行っているのかと数字の上では理解できると思うんですよね。局長さんから、９月に、いろいろ手立てを講じて差押えをやっているという話があったんですが、どうしても７倍というのが、私としてもいかがかなと思うんですけれども、あえて広島市だけを出させていただきました。というのは、国保料を払えないから累積になって差押になるのであって、差押をしているのはいかがかなと思うんですけれども、できれば差押はゼロに近い方がいいかと思うんですけれども、皆さん、この数字をどのように見られますかね。私は、７倍や7.5倍はどうしても納得いたしません。
向井委員　　私としては良くやっているなというふうな感じです。協会でも、政管の時はほとんどやっていなかったかもしれませんが、資格喪失後受診、資格がないのに協会の保険証を持って病院に言って受けると。大体毎月300件から400件あるんですよね。そうすると、大体４千万から５千万くらいは我々が立て替えることになるわけですよ。それを回収するわけですよね。電話でいくと、何がという感じになると。弁護士の督促状が行くと返ってくるのがある。最終的には金額が大きくて、当然見に行くと、これは払えるのではないかというのがあって話をして、裁判所から行くと返してくれると。ということになると、平本委員が言われるのは良く分かるんですが、本当は払える可能性があるのに、布団まではいで帰るわけではないわけですから、公平とか公正ということになると、要はまじめに働いている人より、払わない人が有利に立つのはいかがなものかなと。例外はありますが、私は、当然ながら払えるものは払ってもらわないと保険制度は持たないと私は思ってます。
都留会長　　市の方から、どういうふうな状況なのかと。
森川課長　　9月のときにもご説明しましたが、滞納者に対して、納付期限のおおむね20日後に督促状を出します。10日後の納付期限を切って、それでもお支払いただけない方について、今は、お知らせセンターから電話で自主納付の呼びかけを行います。それでも払っていただけない方には催告書を送ります。それでも払っていただけない場合は、区の収納員が電話や訪問をして交渉し、それでも払っていただけない場合に、今度は差押に関する調査を始めています。それで交渉に応じて分割納付される方についてまで差押を行っているものではありません。そういうことをやったうえで悪質と判断したときには差押えを行っているという状況です。
平本委員　　これは私の思いですけれども、国保料を払えない世帯というのは、多分、例えば子どもさんがいらっしゃったら、大学の授業料とか水道料とか保育料とか公共料金の電気代とか払っていない方も中にはおられるかと思うんです。これは鹿児島県の奄美市です。大阪府の堺市です。例えば保育料を払えない方は、市で横の連絡をとって市民税はどうなってるかと、国保料はどうなってるかと、国保料を払ってほしい、払ってもらえないでしょうかと、もしも市の掛け金を払ってなかったら、良かったら市の方に相談されませんか、というようにされているわけです。そうすると、たとえば国保料が入ったとしても他の分は残るわけです。他の都市のように相談窓口を作ってほしい。払わないのではなくて払えないんです。もう一つはヤミ金とか他の借金とかがあって、盛んに法律事務所で相談をしませんかと宣伝してますけども、市の方で、例えば、センター街の消費生活相談センターなどで窓口になってやっている都市はたくさんあるんです、差押される前に、そういう所を市の中で作っていただきたい。

　都市名はわかりませんが、ある都市では、サラ金対策課という課があるそうです、市の中に。そこまでは言いませんけれども、ぜひ、健康福祉局だけでは作れないでしょうが、差押が増えないようにしていただきたいと思います。それと、組合健保と国保の違いは、組合健保の方は必ず収入が生まれますけれども、国保の世帯にはゼロの方もいらっしゃることを知っていただきたいと私は思います。
向井委員　　最後の、収入がないとかあると言うのは、誤解があるといけませんので、要は資格がないというのは会社を辞めているということなんですよね、国保に入れないから協会の保険証を使うということですので、そういう人は収入があるかどうかわかりませんが、そういうことが多いわけです。
森川課長　　さきほど平本委員が言われた相談窓口ですが、広島市では消費生活センターで行っております。そういった無料相談を行っておりますし、例えば福祉の関係では、例えば保護が必要な方はそういった窓口を紹介しております。
平本委員　　そのお宅に行ったときに、そういう窓口がありますよと、そこまで言ってますか。
森川課長　　区の方には、そうした相談窓口があると情報提供しておりますので徹底していきたいと思います。
都留会長　　他にございませんでしょうか。
平本委員　　前回、国の繰入金を増やしてほしいというお話をしましたけれども、なかなか、私がうまく言えませんでした。大きい方の資料は、国民健康保険に関する要望書で、平成20年指定都市国保年金主管部課長会議で出していただいたもので、この10年くらい、国からのお金がパーセンテージとしては少なくなってきています。ここの所を、いろんな意見がありますでしょうけれども、保険料が上がっているのが要因かと思います。1998年、少し古いですが、国庫負担は41.8％でした。市の予算では今年は23％か24％になっているかと思うんでね、ここの所を増やしていただきたいという意見を言いましたが、なかなかご理解いただけなかったんですが、どうでしょうか、議会で出していただくのが無理でしたら、国保の運営協議会で国に対しての要望書を出していただければとご提案いたします。
　参考までに、香川県の高松市の国民健康保険運営協議会では、1月23日に国に対して要望書を出しております。読ませていただくと、国庫負担増の付帯意見を盛り込みましたということで、国庫負担割合の引き上げなど、国保財政基盤の拡充強化を図り、国の責任と負担において実効ある措置を講ずることを強く要望するとのことです。高松市の国民健康保険運営協議会ではこの要望を決定してますから、できましたら、出しても何にもならんよ、という意見もあるかと思いますが、こうしたことも出してみてはいかがかと思いますのでご提案させていただきます。
森川課長　　前回も、平本委員からご意見がありましたが、この協議会は、市から国保に関して話合っていただきたいことを提出して、それについて議論いただいて、それを受けて市が施策を進めていくという役割を果たす協議会ですので、要望書を出すということは趣旨には合っていないということで、国の方とも協議をしております。
平本委員　　出してはいけないということはないですよ、協議会として。
森川課長　　ただ、協議会自体は市が設置しているものですので、必ずしも同じ意見にもならないことがありますし。
平本委員　　でも高松市ではやっているんですよ。

森川課長　　高松市の例は存じ上げていませんけれども、協議会というのは法に基づいて設置しておりまして、役割は国保事業の運営に関する重要事項を審議するということになっております。
平本委員　　私の趣旨は、国からお金を出していただくと広島市の繰入金を減らすことができるんです。ですから、保険者と加入者にとって非常に良いんですよ。それと、年に２回しかないので発言させていただきますと、協会けんぽのことがありましたので、1992年の国庫負担率は、協会けんぽは16.2％でした。協会けんぽは黒字だということで国庫負担は13％に引き下げられました。その後、赤字続きでしたが国庫負担はずっと13％でしたが、大幅な赤字ということで16.4％になっています。それで、健康保険法では16.4％から20％の範囲内と決まっていますけれども、全国健保協会では国庫負担増を求め続けています。以上、お話をさせていただきました。
向井委員　　先ほどの話で、確かにそうなんですが、うちも本則で最低16.4％、最高20％と決まっているんですが、元々は保険料の最高は10％となってまして、それから16.4％を13％まで落として特例でやってまして、去年、16.4％にしたんですが、その中で、国庫支出金というか、国庫だけではなしに前期高齢者交付金がありますよね、これを入れたら50％になってるんですよ。多分、組合健保もそうですが、うちで言えば、38％を前期高齢者と後期高齢者の制度に税金の代わりに払っているんですよね。この前、マツダさんと話をしたら、全マツダで140億の保険料収入があるんですよ。そのうち前期と後期に80億を払って、大方６割という世界なんですよ。そういう意味では制度そのものを変えないと。社会保障と税の一体化でどうなるかわからないんですが、それを見ないと、なかなかそこのお話ができないと。こちらから言ったからどうという話ではないので、ぜひそこの所はしょうがないかなというか、言うことは結構だろうと思うんですけれどもね。
平本委員　　協会けんぽも国保も国からのお金が減っているということは、お互い共通のことだと思いますので。

向井委員　　全部言いますとね、7兆円の保険料で、医療費がかかるのが4兆ちょっとなんですよ。出る方が2兆8千億円で、我々から言えば国庫補助いらないから前期や後期に出さない方がいいと。そうすれば8％くらいに下げられますので、たまたま国庫は入ってるんですが、それ以上に出していると、非常に変な制度だなという感じがあるのは間違いないですね。

熊谷委員　　時間もおしておりますので論点を明確にしたいんですが、恐らく平本委員の仰った趣旨は、要望として出したいというのが趣旨だと思いますが、協議会の趣旨は国保の重要事項を審議するという会議です。だから議題を承認するとかしないとかではなくて、議論するための会議で、それを受けて行政側は運営するということで、我々が良い悪いとかいう性格ではない。中身については置いておいて、協議会としてそういう要望書を出すことは、市から、市民から報酬をいただいてやっている以上、それが適切かどうか、してはいけないとは思わないけれども、今、この段階で議論するならば、さきほどの自己負担金の議論とか、差押の現状は望ましいかどうかという議論とか、それを基に議論していけばと、そういうふうに考えるべきではないかと思うんですけど、いかがでしょうか。

平本委員　　それも分かりますが、できればお願いしたい。というのは、保険加入者も広島市も助かるので、できたら市も喜ぶし市民も喜ぶので。

都留会長　　収納率も落ちていますし、そういうことも含めてどう改善したり、国の枠が決められていますし。

熊谷委員　　提案をされて議事録に残ることは大きな意義があることだろうと思います。

森川課長　　現在、広島市でも、毎年、指定都市の要望や政令市の主管局長会議で国には要望を行っておりますので引き続き要望していきたいと思います。
糸山局長　　私も、平本委員が言われたように、言っても無駄だからということはないと思います。ただ、それを言う以上は、結局財源はどこから出てくるか、消費税として国民に跳ね返って、今はそれを議論するつもりはないです。課長が申し上げたことを補足しますと、これは法定の協議会ですから、皆様方のご意見があって、国にもこういうことを申すべきという意見があれば、我々が国保の運営主体として国にも要望するわけですから、その中に反映させるという形で、それを活かしていくというのが協議会のあり方だと思います。ちょっと高松市の例は、ちょっと極めてイレギュラーだと思います。法律や条例の前提に立ったときに、この附属機関が独立の存在としてあちこちにいろんな要望を出していくのは、私は組織の在り方としてあるべきではないと思います。
都留会長　　市の方に意見を反映していただきたい。ということでよろしいのではないでしょうか。これも消費税が通ってからということですよね。何％になるかわからないという非常にあやふやな所で議論しているということで。
　では、今回、いろんな意見が出ましたが、これを市の方で反映していくという方向で、私たちも市民のための医療保障になる方向で今後とも議論を進めていくということでよろしいでしょうか。
　ありがとうございました。以上をもちまして、本日の議題は終了しましたけれども、閉会致したいと思います。お疲れさまでした。　
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